
                          ２７第２６号議案 

 

愛知県教育委員会に係る行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する規則及び愛知県教育委員会の保有する個人情報

の保護等に関する規則の一部改正について 

▽このことについて、愛知県教育委員会に係る行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する規則及び愛知県教育委員会の保有する個人情報の保護等に

関する規則の一部を改正したいので、別紙案を添えて請議します。 

▽平成２７年９月３日提出 

 

                   教 育 長  野 村 道 朗 

 

▽▽▽説▽明 

この案を提出するのは、愛知県個人情報保護条例の一部改正に伴い、必要と

なる事項を規定するためである。 



「愛知県教育委員会に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則」及

び「愛知県教育委員会の保有する個人情報の保護等に関する規則」を一部改正する規則

の概要 

 

 

第１ 改正の概要 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の制定（平成

25 年５月 31 日公布、平成 27 年 10 月５日等施行）及びこれに伴う愛知県個人情報保護条例

の一部改正（平成 27年７月 10 日公布、同年 10月５日等施行）に伴い、任意代理人（本人の

委任による代理人）が本人に代わって保有特定個人情報（実施機関が保有する個人情報のうち、個人番

号を含むもの）の開示請求、訂正請求又は利用停止請求が新たに可能となったため、その本人

確認手続、請求書の様式その他の規定を整備する。 

 

第２ 主な改正内容 

 １ 愛知県教育委員会に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則 

任意代理人が本人に代わって行う保有特定個人情報の開示請求等について、電子申請の対

象外とするため、規定を整備する。 

 

 ２ 愛知県教育委員会の保有する個人情報の保護等に関する規則 

    任意代理人が本人に代わって行う保有特定個人情報の開示請求等に係る規定整備 

   ア 代理権の確認方法（第７条第１項第３号等） 

原則として、委任状及び印鑑登録証明書（委任状に押印された本人の実印に係るもの）

の提示又は提出による。 

   イ 任意代理人用の請求書の様式を定める（様式第２の２、様式第 11 の２及び様式第 16

の２）。 

    その他所要の規定整備 

   ア 代理人の資格喪失の届出（第７条第４項及び第５項関係） 

     法定代理人又は任意代理人が、開示を受ける前に資格を喪失したときは、直ちに書面

で届け出るよう義務付け（届出があったときは、開示請求は取り下げられたものとみな

す。） 

   イ 個人情報取扱事務登録簿の記載事項として、特定個人情報の有無を追加（第４条第２

項及び様式第１関係） 

 

第３ 施行期日 

 １ 平成 27年 10 月５日施行 

   ただし、個人情報取扱事務登録簿に係る部分（第２の２ イ）は、平成 28 年４月１日施

行とする。 

 ２ 開示請求等における本人確認手続等に関する適用区分 

   本人確認手続等の改正は、平成 27年 10 月５日以降になされる開示請求等から適用する。 



 

 

愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
及
び
愛
知
県
教

育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
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一
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を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
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愛
知
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
三
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愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
及
び
愛
知

県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

（
愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改

正
） 

第
一
条 

愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
（
平
成

十
六
年
愛
知
県
教
育
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

別
表
愛
知
県
個
人
情
報
保
護
条
例
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
条
例
第
六
十
六
号
）
の
項
中
「
第
三
十
八
条
第
一

項
」
の
下
に
「
（
本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
に
よ
る
請
求
に
つ
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
を
除

く
。
）
」
を
加
え
る
。 

（
愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
七
年
愛
知
県
教
育
委

員
会
規
則
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
三
条
第
一
号
中
「
第
二
条
第
四
号
」
を
「
第
二
条
第
六
号
」
に
改
め
る
。 

 

第
四
条
第
二
項
中
第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
を
第
三
号
と
し
、
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

二 

特
定
個
人
情
報
の
有
無 

 

第
六
条
第
一
項
第
二
号
中
「
第
十
三
条
第
三
項
」
を
「
第
十
三
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
様

式
第
二
」
の
下
に
「
（
条
例
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て

開
示
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
二
の
二
）
」
を
加
え
る
。 

 

第
七
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

（
開
示
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
等
） 

第
七
条 

条
例
第
十
六
条
第
二
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人
で
あ
る
こ
と

を
証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区

分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。 

 

一 

本
人
が
請
求
す
る
場
合 

運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し 

て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

二 

法
定
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
請
求
す
る
場
合 

当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
前
号
に
定
め
る
書
類
及 

び
戸
籍
謄
本
（
開
示
請
求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
そ
の
他
そ
の
資
格
を 

証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

三 

本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
請
求
す
る
場
合 

当
該
代
理
人
に
係
る
第
一
号
に
定



 

め
る
書
類
及
び
次
の
い
ず
れ
か
の
書
類 

イ 

開
示
請
求
に
係
る
委
任
状
（
本
人
に
係
る
実
印
が
押
印
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
開
示
請
求
を
す
る

日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
及
び
当
該
実
印
に
係
る
印
鑑
登
録
証
明
書
（
開
示
請

求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
） 

ロ 

そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

２ 

条
例
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
開
示
請
求
書
を
送
付
し
て
開
示
請
求
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、
同
条

第
二
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必

要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
を
提
出
す
る
と
き
は
、
当
該
書
類
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。 

 

一 

前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合 
同
号
に
定
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上
の
種
類
の
書
類
の
写
し 

 

二 

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合 

当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
同
項
第
一
号
に
定
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上

の
種
類
の
書
類
の
写
し
及
び
戸
籍
謄
本
（
開
示
請
求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限

る
。
）
そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

三 

前
項
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合 

当
該
代
理
人
に
係
る
同
項
第
一
号
に
定
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上
の
種

類
の
書
類
の
写
し
及
び
次
の
い
ず
れ
か
の
書
類 

イ 

前
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
書
類 

ロ 

そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

３ 

教
育
委
員
会
は
、
愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す

る
規
則
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
教
育
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る

行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
規
則
第
五
十
九
号
）

第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
開
示
請
求
が
行
わ
れ
る
と
き
は
、
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
定
め
る
書

類
に
つ
い
て
、
教
育
委
員
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
書
類
の
提
示
又
は
提
出
を
省
略
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。 

４ 

開
示
請
求
を
し
た
代
理
人
（
条
例
第
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
代
理
人
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
又
は
教
育
委
員
会
以
外
の
実
施
機
関
に
開
示
請
求
を
し
、
当
該
実
施
機
関
か
ら
条
例
第
二
十
四
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
教
育
委
員
会
に
事
案
を
移
送
し
た
旨
の
通
知
を
受
け
た
代
理
人
は
、
当
該
開
示
請
求

に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
を
受
け
る
前
に
そ
の
資
格
を
喪
失
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
書
面
で
そ
の
旨

を
教
育
委
員
会
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
開
示
請
求
は
、
取
り
下
げ
ら
れ
た
も
の
と
み
な
す
。 

 

第
十
三
条
中
第
四
項
を
第
六
項
と
し
、
第
三
項
を
第
五
項
と
し
、
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。 

３ 

条
例
第
二
十
六
条
第
一
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を

証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
開
示
請
求
を
し
た
者
に
係
る
運
転

免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類
と
す
る
。 

４ 

送
付
に
よ
り
開
示
を
受
け
る
場
合
に
お
い
て
、
条
例
第
二
十
六
条
第
一
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人



 

情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め

る
も
の
を
提
出
す
る
と
き
は
、
当
該
書
類
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
開
示
請
求
を
し
た
者
に
係
る

運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上
の

種
類
の
書
類
の
写
し
と
す
る
。 

第
十
六
条
中
「
様
式
第
十
一
」
の
下
に
「
（
条
例
第
二
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代

理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
訂
正
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
十
一
の
二
）
」
を
加
え
、
同
条
の
次
に

次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
訂
正
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
） 

第
十
六
条
の
二 

第
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
は
、
訂
正
請
求
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

 

第
十
九
条
中
「
様
式
第
十
六
」
の
下
に
「
（
条
例
第
三
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代

理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
利
用
停
止
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
十
六
の
二
）
」
を
加
え
、
同
条
の

次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
利
用
停
止
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
） 

第
十
九
条
の
二 

第
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
は
、
利
用
停
止
請
求
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

様
式
第
一
中 

をに

改
め
る
。 

  」  
□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

「

  」

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 

 

 

特定個人情報の有無 

□ 無 
□ 有 
 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 

 

 

特定個人情報の有無 

□ 無 
□ 有 
 

「



 

 

様
式
第
二
中

を

に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の
一

様
式
を
加
え
る
。   」

２ 請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の

提示又は提出が必要です。 

３ 法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本

等その資格を証明する書類が必要です。 

「  

  」

２ 請求の際には、運転免許証等請求者本人であることを証明する

書類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求

者本人であることを証明する書類を提出するときは、請求者本人

であることを証明する２以上の種類の書類の写しの提出）が必要

です。 

３ 法定代理人の方が請求する場合は、法定代理人に係る２の書類

のほか、戸籍謄本（請求日前 30 日以内に作成されたもの）その

他その資格を証明する書類の提示又は提出が必要です。また、開

示を受ける前に法定代理人の資格を喪失したときは、直ちに、書

面でその旨を届け出てください。 

「



 

様
式
第
三
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

様
式
第
四
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

様
式
第
五
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

様
式
第
六
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

２ 開示請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情

報」とあるのは、「保有特定個人情報」と

する。 

２ 開示請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情

報」とあるのは、「保有特定個人情報」と

する。 

２ 開示請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情

報」とあるのは、「保有特定個人情報」と

する。 



 

 
 

様
式
第
七
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

様
式
第
八
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

２ 開示請求者又は訂正請求者が本人の

委任による代理人である場合は、この様

式中「保有個人情報」とあるのは、「保

有特定個人情報」とする。 

２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止

請求者が本人の委任による代理人である

場合は、この様式中「保有個人情報」と

あるのは、「保有特定個人情報」とする。

２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止

請求者が本人の委任による代理人である

場合は、この様式中「保有個人情報」と

あるのは、「保有特定個人情報」とする。



 

様
式
第
十
一
中

を

に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の

一
様
式
を
加
え
る
。 

  」

２ 請求の際には、次の書類等の提示又は提出が必要です。 

   運転免許証等請求者本人であることを証明する書類（送付に

よる請求をする場合であって、請求者本人であることを証明す

る書類を提出するときは、請求者本人であることを証明する２

以上の種類の書類の写しを提出してください。） 

  訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等 

３  法定代理人の方が請求する場合は、２のほか、戸籍謄本（請求

日前 30 日以内に作成されたもの）その他その資格を証明する書

類が必要です。 

「  

  」

２  請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の

ほか、訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等の

提示又は提出が必要です。 

３  法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本

等その資格を証明する書類が必要です。 

「  



 

様
式
第
十
二
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

様
式
第
十
三
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

様
式
第
十
四
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

２ 訂正請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情報」

とあるのは、「保有特定個人情報」とする。

２ 訂正請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情報」

とあるのは、「保有特定個人情報」とする。

２ 訂正請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情

報」とあるのは、「保有特定個人情報」と

する。



 

様
式
第
十
六
中

を

に
、

を 

に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。 

  」

２ 「違反に係る規定」には、請求権が認められる愛知県個人情報

保護条例第 37 条第１項第１号（利用の停止又は消去）又は第２

号（提供の停止）に掲げる違反のうち、該当すると考える違反に

係る規定を記入してください。 

３  請求の際には、運転免許証等請求者本人であることを証明する

書類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求

者本人であることを証明する書類を提出するときは、請求者本人

であることを証明する２以上の種類の書類の写しの提出）が必要

です。 

４  法定代理人の方が請求する場合は、法定代理人に係る３の書類

のほか、戸籍謄本（請求日前 30 日以内に作成されたもの）その

他その資格を証明する書類が必要です。 

「   」

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

違反に係る規定 

   １ 愛知県個人情報保護条例第  条 

   ２ 行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第  条 

「  

  」

愛知県個人情報保護条例第  条の規定に違反して

収集、利用又は提供されているので、 

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

「  

  」

２  請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の

提示又は提出が必要です。 

３  法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本

等その資格を証明する書類が必要です。 

「



 

様
式
第
十
七
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

様
式
第
十
八
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

様
式
第
十
九
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

様
式
第
二
十
備
考
を
同
様
式
備
考
第
一
号
と
し
、
同
様
式
備
考
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

２ 利用停止請求者が本人の委任による代

理人である場合は、この様式中「保有個

人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」

とする。 

２ 利用停止請求者が本人の委任による代

理人である場合は、この様式中「保有個

人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」

とする。 

２ 利用停止請求者が本人の委任による代

理人である場合は、この様式中「保有個

人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」

とする。 



 

 

 
 
 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
七
年
十
月
五
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
中
愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保

有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
第
四
条
第
二
項
中
第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
を
第
三
号
と

し
、
第
一
号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
及
び
同
規
則
様
式
第
一
の
改
正
規
定
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則

（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
七
条
（
新
規
則
第
十
六
条
の
二
及
び
第
十
九
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
並
び
に
第
十
三
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
以
後
に
な
さ
れ
る
開

示
請
求
、
訂
正
請
求
及
び
利
用
停
止
請
求
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
な
さ
れ
た
開
示
請
求
、
訂
正
請
求
及

び
利
用
停
止
請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

３ 

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報

の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
基
づ
い
て
作
成
さ
れ
て
い
る
自
己
情
報
開
示
請
求
書
、
自
己
情
報
訂
正
請

求
書
及
び
自
己
情
報
利
用
停
止
請
求
書
の
用
紙
は
、
愛
知
県
個
人
情
報
保
護
条
例
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
条
例

第
六
十
六
号
）
第
十
五
条
第
二
項
、
第
二
十
九
条
第
二
項
又
は
第
三
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委

任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
開
示
請
求
、
訂
正
請
求
又
は
利
用
停
止
請
求
を
す
る
場
合
を
除
き
、
新

規
則
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止

請求者が本人の委任による代理人である

場合は、この様式中「保有個人情報」と

あるのは、「保有特定個人情報」とする。



 

 

様式第２の２（第６条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 開 示 請 求 書 

 

年    月    日 

 

   愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

 愛知県個人情報保護条例第 16 条第１項の規定により、次のとおり保有特

定個人情報の開示請求をします。 

開示請求をする保

有特定個人情報の

内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

開示の実施の方法

希望する方法

を○で囲んで

ください。 

１ 閲覧・視聴 

２ 写しの交付 

  （写しの郵便等による送付 希望する・希望しない）

 

本 
 
 
 

人 
氏    名 

 

住    所 

（居  所）

 

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備 考  

  注１  任意代理人の方が本人に代わって開示請求をすることができる対象は、保有

特定個人情報のみです。 

   ２  請求の際には、任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明

する書類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求者本人で

あることを証明する書類を提出するときは、請求者本人であることを証明する

２以上の種類の書類の写しの提出）が必要です。また、委任状（本人に係る実

印が押印されたものであって、請求日前 30 日以内に作成されたもの）及び当該

実印に係る印鑑登録証明書（請求日前 30日以内に作成されたもの）その他その

資格を証明する書類の提示又は提出が必要です。 

３ また、開示を受ける前に任意代理人の資格を喪失したときは、直ちに、書面 

でその旨を届け出てください。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



 

 

様式第 11 の２（第 16 条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 訂 正 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有特定個人情報について、愛知

県個人情報保護条例第 30 条第１項の規定により、次のとおり訂正請求をし

ます。 

訂正請求をする保

有特定個人情報の

内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

訂正請求の趣旨 
 

 

訂正請求の理由 
 

 

 

本 
 
 
 

人 
氏    名 

 

 

住    所 

（居  所）

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  

  注１  任意代理人の方が本人に代わって訂正請求をすることができる対象は、保有

特定個人情報のみです。 

２ 請求の際には、次の書類等の提示又は提出が必要です。 

   任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明する書類（送

付による請求をする場合であって、請求者本人であることを証明する書類を

提出するときは、請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類の写

しを提出してください。） 

  訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等 

  委任状（本人に係る実印が押印されたものであって、請求日前 30 日以内に 

作成されたもの）及び当該実印に係る印鑑登録証明書（請求日前 30 日以内に 

作成されたもの）その他その資格を証明する書類 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



 

 

様式第 16 の２（第 19 条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

 

年  月  日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有特定個人情報について、愛知県

個人情報保護条例第 38 条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求を

します。 

利用停止請求をする

保有特定個人情報の

内容 

 

 
（行政文書の名称：                          ） 

※ 利用停止請求の

趣旨 

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

違反に係る規定 

１ 愛知県個人情報保護条例第  条 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律第  条 

利用停止請求の理由 
 

 

  

本 
 
 
 

人 

氏    名 
 

 

住    所 

（居  所） 

 

                        電 話 

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  
  注１  任意代理人の方が本人に代わって利用停止請求をすることができる対象は、保有特定

個人情報のみです。 

   ２ 「違反に係る規定」には、請求権が認められる愛知県個人情報保護条例第 37 条第１

項第１号（利用の停止又は消去）又は第２号（提供の停止）に掲げる違反のうち、該

当すると考える違反に係る規定を記入してください。 

３  請求の際には、任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明する書

類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求者本人であることを証

明する書類を提出するときは、請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類

の写しの提出）が必要です。また、委任状（本人に係る実印が押印されたものであっ

て、請求日前 30日以内に作成されたもの）及び当該実印に係る印鑑登録証明書（請求

日前 30日以内に作成されたもの）その他その資格を証明する書類の提示又は提出が必

要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 



 

愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
及
び
知
事
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改

正
新
旧
対
照
表 

愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
新
旧
対
照
表 

 

行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
条
例
第
一
号
。
以
下
「
情
報
通
信
技
術
利
用
条
例
」
と
い
う
。）
第
三
条
第
一
項
の
教
育
委
員

会
規
則
で
定
め
る
申
請
等
は
、
別
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
条
例
の
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
と
し
、
情
報
通
信
技
術
利
用
条
例
第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で
の
規
定
に
よ
り
、

愛
知
県
教
育
委
員
会
に
対
し
て
行
い
、
又
は
愛
知
県
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
る
手
続
等
を
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法

に
よ
り
行
わ
せ
、
又
は
行
う
場
合
等
に
つ
い
て
は
、
他
の
規
則
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六

年
愛
知
県
規
則
第
五
十
九
号
）
の
規
定
の
例
に
よ
る
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

旧 

別
表 

別
表 

 

愛
知
県
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
二
年
愛
知
県
条
例
第
十
九
号
）
の
項 

略 

同
上 

 

愛
知
県
個
人
情
報
保
護
条
例
（
平
成
十
六
年
愛
知
県

条
例
第
六
十
六
号
） 

第
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
一

項
及
び
第
三
十
八
条
第
一
項
（
本
人

の
委
任
に
よ
る
代
理
人
に
よ
る
請
求

に
つ
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用
す

る
場
合
を
除
く
。） 

愛
知
県
個
人
情
報
保
護
条
例
（
平
成
十
六
年
愛
知
県

条
例
第
六
十
六
号
） 

第
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
一

項
及
び
第
三
十
八
条
第
一
項 

 



 

愛
知
県
教
育
委
員
会
の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
新
旧
対
照
表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

旧 
（
登
録
を
要
し
な
い
個
人
情
報
を
取
り
扱
う
事
務
） 

（
登
録
を
要
し
な
い
個
人
情
報
を
取
り
扱
う
事
務
） 

第
三
条 
条
例
第
十
四
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
実
施
機
関
が
定
め
る
事
務
は
、
次
に

掲
げ
る
事
務
と
す
る
。 

第
三
条 

同
上 

一 

県
又
は
国
、
独
立
行
政
法
人
等
（
条
例
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人

等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
、
他
の
地
方
公
共
団
体
若
し
く
は
地
方
独
立
行
政
法
人
（
同

条
第
一
号
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
職
員
（
独
立
行

政
法
人
等
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
の
役
員
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）

又
は
職
員
で
あ
っ
た
者
に
係
る
個
人
情
報
の
う
ち
職
務
の
遂
行
に
関
す
る
も
の
を
取
り

扱
う
事
務 

一 

県
又
は
国
、
独
立
行
政
法
人
等
（
条
例
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人

等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
、
他
の
地
方
公
共
団
体
若
し
く
は
地
方
独
立
行
政
法
人
（
同

条
第
一
号
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
職
員
（
独
立
行

政
法
人
等
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
の
役
員
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）

又
は
職
員
で
あ
っ
た
者
に
係
る
個
人
情
報
の
う
ち
職
務
の
遂
行
に
関
す
る
も
の
を
取
り

扱
う
事
務 

二
以
下 

略 

二
以
下 

略 

（
個
人
情
報
取
扱
事
務
の
登
録
） 

（
個
人
情
報
取
扱
事
務
の
登
録
） 

第
四
条 

略 

第
四
条 

略 

２ 

条
例
第
十
四
条
第
二
項
第
六
号
の
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項
と
す
る
。 

２ 

同
上 

一 

略 

一 

略 

二 

特
定
個
人
情
報
の
有
無 

 

三 

略 

二 

略 

四 

略 

三 

略 

（
開
示
請
求
書
に
記
載
す
る
事
項
等
） 

（
開
示
請
求
書
に
記
載
す
る
事
項
等
） 

第
六
条 

条
例
第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
の
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
と
す
る
。 

第
六
条 

同
上 

一 

略 

一 

略 

二 

写
し
（
電
磁
的
記
録
を
用
紙
に
出
力
し
た
も
の
を
含
む
。
第
十
三
条
第
五
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
送
付
の
方
法
に
よ
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
旨 

二 

写
し
（
電
磁
的
記
録
を
用
紙
に
出
力
し
た
も
の
を
含
む
。
第
十
三
条
第
三
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
送
付
の
方
法
に
よ
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
の
実
施
を
求
め
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
旨 

２ 

条
例
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
開
示
請
求
書
は
、
様
式
第
二
（
条
例
第
十
五
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
開
示
請
求
を
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
二
の
二
）
の
と
お
り
と
す
る
。 

２ 
条
例
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
開
示
請
求
書
は
、
様
式
第
二
の
と
お
り
と
す
る
。

（
開
示
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
等
） 

（
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
） 

第
七
条 

条
例
第
十
六
条
第
二
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代

理
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。 

第
七
条 

条
例
第
十
六
条
第
二
項
、
第
二
十
六
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
二
項
及
び
第
三
十

八
条
第
二
項
の
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
法
定
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る

た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分



 

 
一 

本
人
が
請
求
す
る
場
合 

運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し

て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

二 
法
定
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
請
求
す
る
場
合 

当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
前
号

に
定
め
る
書
類
及
び
戸
籍
謄
本
（
開
示
請
求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た

も
の
に
限
る
。
）
そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書

類 

 

三 

本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
請
求
す
る
場
合 

当
該
代
理
人
に

係
る
第
一
号
に
定
め
る
書
類
及
び
次
の
い
ず
れ
か
の
書
類 

 
 

イ 

開
示
請
求
に
係
る
委
任
状
（
本
人
に
係
る
実
印
が
押
印
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
、

開
示
請
求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
及
び
当
該
実
印

に
係
る
印
鑑
登
録
証
明
書
（
開
示
請
求
を
す
る
日
前
三
十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も

の
に
限
る
。） 

ロ 

そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

に
応
じ
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。 

 

一 

本
人
が
請
求
す
る
場
合 

運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し

て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

二 

未
成
年
者
又
は
成
年
被
後
見
人
に
代
わ
っ
て
法
定
代
理
人
が
請
求
す
る
場
合 

当
該

法
定
代
理
人
に
係
る
前
号
に
掲
げ
る
書
類
及
び
戸
籍
謄
本
そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す

る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

２ 

条
例
第
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
開
示
請
求
書
を
送
付
し
て
開
示
請
求
を
す
る
場
合

に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人

で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
を
提

出
す
る
と
き
は
、
当
該
書
類
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場

合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。 

 

一 

前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合 

同
号
に
定
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上
の
種
類
の
書
類

の
写
し 

 

二 

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合 

当
該
法
定
代
理
人
に
係
る
同
項
第
一
号
に
定
め
る
書

類
の
う
ち
二
以
上
の
種
類
の
書
類
の
写
し
及
び
戸
籍
謄
本
（
開
示
請
求
を
す
る
日
前
三

十
日
以
内
に
作
成
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）
そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て

教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

三 

前
項
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合 

当
該
代
理
人
に
係
る
同
項
第
一
号
に
定
め
る
書
類
の

う
ち
二
以
上
の
種
類
の
書
類
の
写
し
及
び
次
の
い
ず
れ
か
の
書
類 

イ 

前
項
第
三
号
イ
に
掲
げ
る
書
類 

ロ 

そ
の
他
そ
の
資
格
を
証
明
す
る
書
類
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類 

 

３ 

教
育
委
員
会
は
、
愛
知
県
教
育
委
員
会
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技

術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
教
育
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
規
定
に

よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に

関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
愛
知
県
規
則
第
五
十
九
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

開
示
請
求
が
行
わ
れ
る
と
き
は
、
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
定
め
る
書
類
に
つ
い
て
、

教
育
委
員
会
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
書
類
の
提
示
又
は
提
出
を
省
略
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
。 

 



 

４ 

開
示
請
求
を
し
た
代
理
人
（
条
例
第
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
代
理
人
を
い
う
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）
又
は
教
育
委
員
会
以
外
の
実
施
機
関
に
開
示
請
求
を
し
、
当

該
実
施
機
関
か
ら
条
例
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
教
育
委
員
会
に
事
案
を
移
送

し
た
旨
の
通
知
を
受
け
た
代
理
人
は
、
当
該
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
開
示
を

受
け
る
前
に
そ
の
資
格
を
喪
失
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
書
面
で
そ
の
旨
を
教
育
委
員
会

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
５ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
開
示
請
求
は
、
取
り
下
げ
ら
れ
た

も
の
と
み
な
す
。 

 

（
保
有
個
人
情
報
の
開
示
の
実
施
等
） 

（
保
有
個
人
情
報
の
開
示
の
実
施
等
） 

第
十
三
条 

１
及
び
２ 

略 

第
十
三
条 

１
及
び
２ 

略 

３ 

条
例
第
二
十
六
条
第
一
項
の
開
示
請
求
に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理

人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必
要
な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の

は
、
開
示
請
求
を
し
た
者
に
係
る
運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と

し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類
と
す
る
。 

 

４ 

送
付
に
よ
り
開
示
を
受
け
る
場
合
に
お
い
て
、
条
例
第
二
十
六
条
第
一
項
の
開
示
請
求

に
係
る
保
有
個
人
情
報
の
本
人
又
は
そ
の
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す
る
た
め
に
必
要

な
書
類
で
実
施
機
関
の
規
則
で
定
め
る
も
の
を
提
出
す
る
と
き
は
、
当
該
書
類
は
、
前
項

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
開
示
請
求
を
し
た
者
に
係
る
運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
こ
れ

ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
教
育
委
員
会
が
認
め
る
書
類
の
う
ち
二
以
上
の
種
類
の
書
類
の

写
し
と
す
る
。 

 

５ 

略 

３ 

略 

６ 

略 

４ 

略 

（
訂
正
請
求
書
の
様
式
） 

（
訂
正
請
求
書
の
様
式
） 

第
十
六
条 

条
例
第
三
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
訂
正
請
求
書
は
、
様
式
第
十
一
（
条
例
第

二
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て
訂
正

請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
十
一
の
二
）
の
と
お
り
と
す
る
。 

第
十
六
条 

条
例
第
三
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
訂
正
請
求
書
は
、
様
式
第
十
一
の
と
お
り

と
す
る
。 

（
訂
正
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
） 

 

第
十
六
条
の
二 

第
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
は
、
訂
正
請
求
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

 

（
利
用
停
止
請
求
書
の
様
式
） 

（
利
用
停
止
請
求
書
の
様
式
） 

第
十
九
条 

条
例
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
利
用
停
止
請
求
書
は
、
様
式
第
十
六
（
条

例
第
三
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
の
委
任
に
よ
る
代
理
人
が
本
人
に
代
わ
っ
て

利
用
停
止
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
十
六
の
二
）
の
と
お
り
と
す
る
。 

第
十
九
条 
条
例
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
利
用
停
止
請
求
書
は
、
様
式
第
十
六
の

と
お
り
と
す
る
。 

（
利
用
停
止
請
求
に
お
け
る
本
人
等
の
証
明
に
必
要
な
書
類
） 

 



 

第
十
九
条
の
二 

第
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
は
、
利
用
停
止
請
求
に
つ
い
て

準
用
す
る
。 

 

 



様式第１（第４条関係） 

（注）■は当該事項に該当すること、□は当該事項に該当しないことを表しています。 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
 

□ 全庁共通事務  □ 地方機関共通事務  □ 固有事務 登録簿の作成課室所  

事務の名称 保有個人情報の 
対象者の範囲 

保有個人情報の項目 
個人情報の
処 理 形 態

個人情報の収集先 
個人情報の 
経常的提供先 

個人情報保有
課室所 事務の目的 

 

 

□ 識別番号 
□ 氏名 
□ 性別 
□ 生年月日･
年齢 

□ 住所 
□ 電話番号 
□ 国籍･本籍 
 
□ 健康状態・
   病歴 
□ 障害 
□ 身体的特 
性･能力 

□ 性質･性格 

□ 家族状況 
□ 結婚歴･離 
婚歴 

□ 親族関係 
 
□ 職業･職歴 
□ 学業･学歴 
□ 資格 
□ 賞罰 
□ 成績･評価 
□ 財産･収入 
□ 納税状況 
□ 公的扶助 
□ 取引状況 
□ 趣味･嗜好 
□ 動機･意見 
･相談 

□ 思想･信条 
□ 信教 
□ 社会的差
別の原因
となるお
それのあ
る個人情
報 

 
□ その他 
 

電子計算機
処理の有無 
 
□有 □無 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

□ 無 
□ 有 
□ 実施機関内 
□ 他の実施機関 
□ 実施機関以外の
県の機関 

   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

 

 

(備考) 
 電子計算機

処理をする
場合のオン
ライン結合
の有無 
 
□有 □無 

特定個人情報の有無 外部委託の有無 

□ 無 
□ 有 
 

□ 無 
□ 有 
 

 

 

□ 識別番号 
□ 氏名 
□ 性別 
□ 生年月日･
年齢 

□ 住所 
□ 電話番号 
□ 国籍･本籍 
 
□ 健康状態・
   病歴 
□ 障害 
□ 身体的特 
性･能力 

□ 性質･性格 

□ 家族状況 
□ 結婚歴･離 
婚歴 

□ 親族関係 
 
□ 職業･職歴 
□ 学業･学歴 
□ 資格 
□ 賞罰 
□ 成績･評価 
□ 財産･収入 
□ 納税状況 
□ 公的扶助 
□ 取引状況 
□ 趣味･嗜好 
□ 動機･意見 
･相談 

□ 思想･信条 
□ 信教 
□ 社会的差
別の原因
となるお
それのあ
る個人情
報 

 
□ その他 
 

電子計算機
処理の有無 
 
□有 □無 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

□ 無 
□ 有 
□ 実施機関内 

   □ 他の実施機関 
□ 実施機関以外の
県の機関 

   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

 

 

電子計算機
処理をする
場合のオン
ライン結合
の有無 
 
□有 □無 

(備考)  
 

特定個人情報の有無 外部委託の有無 

□ 無 
□ 有 
 

□ 無 
□ 有 
 

新 

 

 

様式第１（第４条関係） 

（注）■は当該事項に該当すること、□は当該事項に該当しないことを表しています。 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

□ 全庁共通事務  □ 地方機関共通事務  □ 固有事務 登録簿の作成課室所  

事務の名称 保有個人情報の 
対象者の範囲 

保有個人情報の項目 
個人情報の
処 理 形 態

個人情報の収集先 
個人情報の 
経常的提供先 

個人情報保有
課室所 事務の目的 

 

 

□ 識別番号 
□ 氏名 
□ 性別 
□ 生年月日･
年齢 

□ 住所 
□ 電話番号 
□ 国籍･本籍 
 
□ 健康状態・
   病歴 
□ 障害 
□ 身体的特 
性･能力 

□ 性質･性格 

□ 家族状況 
□ 結婚歴･離 
婚歴 

□ 親族関係 
□ 職業･職歴 
□ 学業･学歴 
□ 資格 
□ 賞罰 
□ 成績･評価 
□ 財産･収入 
□ 納税状況 
□ 公的扶助 
□ 取引状況 
□ 趣味･嗜好 
□ 動機･意見 
･相談 

□ 思想･信条 
□ 信教 
□ 社会的差
別の原因
となるお
それのあ
る個人情
報 

 
□ その他 
 

電子計算機
処理の有無 
 
□有 □無 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

□ 無 
□ 有 
□ 実施機関内 
□ 他の実施機関 
□ 実施機関以外の
県の機関 

   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

 

 

(備考) 
 電子計算機

処理をする
場合のオン
ライン結合
の有無 
 
□有 □無 

外部委託の有無 

□ 無 
□ 有 

 

 

□ 識別番号 
□ 氏名 
□ 性別 
□ 生年月日･
年齢 

□ 住所 
□ 電話番号 
□ 国籍･本籍 
 
□ 健康状態・
   病歴 
□ 障害 
□ 身体的特 
性･能力 

□ 性質･性格 

□ 家族状況 
□ 結婚歴･離 
婚歴 

□ 親族関係 
□ 職業･職歴 
□ 学業･学歴 
□ 資格 
□ 賞罰 
□ 成績･評価 
□ 財産･収入 
□ 納税状況 
□ 公的扶助 
□ 取引状況 
□ 趣味･嗜好 
□ 動機･意見 
･相談 

□ 思想･信条 
□ 信教 
□ 社会的差
別の原因
となるお
それのあ
る個人情
報 

 
□ その他 
 

電子計算機
処理の有無 
 
□有 □無 

□ 本人から収集 
□ 本人以外から収集 
  □ 実施機関内 
  □ 他の実施機関 
   □ 実施機関以外の

県の機関 
   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

□ 無 
□ 有 
□ 実施機関内 

   □ 他の実施機関 
□ 実施機関以外の
県の機関 

   □ 他の官公庁 
   □ 民間団体･私人 
   □ その他 
 

 

 

電子計算機
処理をする
場合のオン
ライン結合
の有無 
 
□有 □無 

(備考)  
 

外部委託の有無 

□ 無 
□ 有 

旧



 

 

様式第２（第６条関係） 

自 己 情 報 開 示 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

 愛知県個人情報保護条例第 16 条第１項の規定により、次のとおり保有個

人情報の開示請求をします。 

※ 請求者の区分 
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

開示請求をする保

有個人情報の内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

開示の実施の方法 

希望する方法

を○で囲んで

ください。 

１ 閲覧・視聴 

２ 写しの交付 

  （写しの郵便等による送付 希望する・希望しない）

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
  

人 

※ 区   分 
１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名 
 

 

住    所 

 （居  所）

 

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備 考  
  注１  ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 
   ２  請求の際には、運転免許証等請求者本人であることを証明する書類の提示又は提

出（送付による請求をする場合であって、請求者本人であることを証明する書類を

提出するときは、請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類の写しの提

出）が必要です。 

    ３  法定代理人の方が請求する場合は、法定代理人に係る２の書類のほか、戸籍謄本

（請求日前 30 日以内に作成されたもの）その他その資格を証明する書類の提示又

は提出が必要です。また、開示を受ける前に法定代理人の資格を喪失したときは、

直ちに、書面でその旨を届け出てください。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

様式第２（第６条関係） 

自 己 情 報 開 示 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

 愛知県個人情報保護条例第 16 条第１項の規定により、次のとおり保有個

人情報の開示請求をします。 

※ 請求者の区分
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

開示請求をする保

有個人情報の内容

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

開示の実施の方法

希望する方法

を○で囲んで

ください。 

１ 閲覧・視聴 

２ 写しの交付 

  （写しの郵便等による送付 希望する・希望しない）

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
  

人 
※ 区   分 

１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名 
 

 

住    所 

 （居  所）

 

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備 考  

  注１  ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 

    ２  請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の提示又

は提出が必要です。 

    ３  法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本等その

資格を証明する書類が必要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧



 

 

様式第２の２（第６条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 開 示 請 求 書 

 

年    月    日 

 

   愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

 愛知県個人情報保護条例第 16 条第１項の規定により、次のとおり保有特

定個人情報の開示請求をします。 

開示請求をする保

有特定個人情報の

内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

開示の実施の方法 

希望する方法

を○で囲んで

ください。 

１ 閲覧・視聴 

２ 写しの交付 

  （写しの郵便等による送付 希望する・希望しない）

 

本 
  
 

人 

氏    名 

 

住    所 

（居  所） 

 

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備 考  

  注１  任意代理人の方が本人に代わって開示請求をすることができる対象は、保有

特定個人情報のみです。 

   ２  請求の際には、任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明

する書類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求者本人で

あることを証明する書類を提出するときは、請求者本人であることを証明する

２以上の種類の書類の写しの提出）が必要です。また、委任状（本人に係る実

印が押印されたものであって、請求日前 30 日以内に作成されたもの）及び当該

実印に係る印鑑登録証明書（請求日前 30日以内に作成されたもの）その他その

資格を証明する書類の提示又は提出が必要です。 

３ また、開示を受ける前に任意代理人の資格を喪失したときは、直ちに、書面 

でその旨を届け出てください。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

 



 

 

様式第３（第８条関係） 

自 己 情 報 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり開示することとしましたので、愛知県個人情報保護条例第

21条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                              ）

開示を実施する日

時及び場所 

日  時

            午前 

    年  月  日     時 

            午後 

場  所 
 

 

開示の実施の方法
 

 

開示の実施に要す

る費用の額 

 

１ 写しの作成に要する費用          円 

２ 写しの送付に要する費用 郵便切手    円分 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     

注１  当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明す

る書類を御持参の上、上記の開示場所までお越しください。 

２  当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで連絡してくださ

い。 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 開示請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第３（第８条関係） 

自 己 情 報 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり開示することとしましたので、愛知県個人情報保護条例第

21 条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                              ）

開示を実施する日

時及び場所 

日  時 

            午前 

    年  月  日     時 

            午後 

場  所 
 

 

開示の実施の方法
 

 

開示の実施に要す

る費用の額 

 

１ 写しの作成に要する費用          円 

２ 写しの送付に要する費用 郵便切手    円分 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     

注１  当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明す

る書類を御持参の上、上記の開示場所までお越しください。 

２  当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで連絡してくださ

い。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第４（第８条関係） 

自 己 情 報 一 部 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおりその一部を開示することとしましたので、愛知県個人情報

保護条例第 21 条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 
 

（行政文書の名称：                              ）

開示を実施する日

時及び場所 

日  時 

            午前 

    年  月  日     時 

            午後 

場  所
 

 

開示の実施の方法
 

 

開示の実施に要す

る費用の額 

１ 写しの作成に要する費用          円 

２ 写しの送付に要する費用 郵便切手    円分 

開示しないことと

した部分 
 

開示しないことと

した根拠規定及び

当該規定を適用す

る理由 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

注１ 当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明する書類を御持参
の上、上記の開示場所までお越しください。 

  ２  当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで連絡してください。 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 開示請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第４（第８条関係） 

自 己 情 報 一 部 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおりその一部を開示することとしましたので、愛知県個人情報

保護条例第 21 条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                              ）

開示を実施する日

時及び場所 

日  時 

            午前 

    年  月  日     時 

            午後 

場  所 
 

 

開示の実施の方法
 

 

開示の実施に要す

る費用の額 

１ 写しの作成に要する費用          円 

２ 写しの送付に要する費用 郵便切手    円分 

開示しないことと

した部分 
 

開示しないことと

した根拠規定及び

当該規定を適用す

る理由 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

注１ 当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明する書類を御持参
の上、上記の開示場所までお越しください。 

  ２  当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで連絡してください。 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 



 

 

様式第５（第８条関係） 

自 己 情 報 不 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり開示しないこととしましたので、愛知県個人情報保護条例

第 21 条第２項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                              ）

開示しないことと

した根拠規定及び

当該規定を適用す

る理由 

 

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 開示請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第５（第８条関係） 

自 己 情 報 不 開 示 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり開示しないこととしましたので、愛知県個人情報保護条例

第 21 条第２項の規定により通知します。 

開示請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                              ）

開示しないことと

した根拠規定及び

当該規定を適用す

る理由 

 

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第６（第９条関係） 

決 定 期 間 延 長 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで    請求のありました保有個人情報に

ついては、愛知県個人情報保護条例第  条第  項の規定により、次のと

おり決定する期間を延長しましたので通知します。 

    請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

愛知県個人情報保

護条例第  条第 

  項の規定によ

る決定期間 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

延長後の決定期間

 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

 

延 長 の 理 由

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情

報」とする。 

新 

 

 

様式第６（第９条関係） 

決 定 期 間 延 長 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで    請求のありました保有個人情報に

ついては、愛知県個人情報保護条例第  条第  項の規定により、次のと

おり決定する期間を延長しましたので通知します。 

請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

愛知県個人情報保

護条例第  条第

  項の規定によ

る決定期間 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

延長後の決定期間

 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

 

延 長 の 理 由

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     

 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第７（第 10 条関係） 

決 定 期 間 特 例 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで    請求のありました保有個人情報に

ついては、愛知県個人情報保護条例第  条の規定により、次のとおり決定

する期間を延長しましたので通知します。 

    請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

愛知県個人情報保

護条例第  条第 

  項の規定によ

る決定期間 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

    請求に係

る保有個人情報の

うちの相当の部分

につき    決

定等をする期間及

びその部分 

期 間
     年    月    日から 

     年    月    日まで 

部 分  

残りの保有個人情

報について    

 決定等をする期

限 

      年    月    日 

愛知県個人情報保

護条例第  条を

適用する理由 

 

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情

報」とする。 

新 

 

 

様式第７（第 10 条関係） 

決 定 期 間 特 例 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで    請求のありました保有個人情報に

ついては、愛知県個人情報保護条例第  条の規定により、次のとおり決定

する期間を延長しましたので通知します。 

    請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

愛知県個人情報保

護条例第  条第

  項の規定によ

る決定期間 

      年    月    日から 

      年    月    日まで 

    請求に係

る保有個人情報の

うちの相当の部分

につき    決

定等をする期間及

びその部分 

期 間 
     年    月    日から 

     年    月    日まで 

部 分  

残りの保有個人情

報について   

 決定等をする期

限 

      年    月    日 

愛知県個人情報保

護条例第  条を

適用する理由 

 

 

 

 

担 当 課 等

 

 

          電話      内線     

 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

旧 



 

 

様式第８（第 11 条関係） 

事 案 移 送 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで  請求のありました保有個人情報につい

ては、愛知県個人情報保護条例第  条第  項の規定により、次のとおり

移送しましたので通知します。 

  請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

移送をした実施機

関（教育委員会）

の担当課等 

 

 

          電話      内線     

移送を受けた実施

機関（  決定等

をする実施機関） 

 

 

 

 

移送を受けた実施

機関の担当課等 

 

 

          電話      内線     

移送をした理由

 

 

 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 開示請求者又は訂正請求者が本人の委任による代理人である場合は、こ

の様式中「保有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第８（第 11 条関係） 

事 案 移 送 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで  請求のありました保有個人情報につい

ては、愛知県個人情報保護条例第  条第  項の規定により、次のとおり

移送しましたので通知します。 

  請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                           ）

移送をした実施機

関（知事）の担当

課等 

 

 

          電話      内線     

移送を受けた実施

機関（  決定等

をする実施機関）

 

 

 

 

移送を受けた実施

機関の担当課等 

 

 

          電話      内線     

移送をした理由

 

 

 

 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

 

旧 



 

 

様式第 11（第 16 条関係） 

自 己 情 報 訂 正 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、愛知県個

人情報保護条例第 30条第１項の規定により、次のとおり訂正請求をします。 

※ 請求者の区分 
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

訂正請求をする保

有個人情報の内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

訂正請求の趣旨 
 

 

訂正請求の理由 
 

 

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
  
 

人 

※ 区    分 
１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名 
 

 

住    所 

 （居  所）

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  

  注１ ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 

２ 請求の際には、次の書類等の提示又は提出が必要です。 

  運転免許証等請求者本人であることを証明する書類（送付による請求をす 

る場合であって、請求者本人であることを証明する書類を提出するときは、 

請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類の写しを提出してくだ 

さい。） 

  訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等 

３  法定代理人の方が請求する場合は、２のほか、戸籍謄本（請求日前 30日以内

に作成されたもの）その他その資格を証明する書類が必要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

様式第 11（第 16条関係） 

自 己 情 報 訂 正 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、愛知県個

人情報保護条例第 30条第１項の規定により、次のとおり訂正請求をします。 

※ 請求者の区分 
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

訂正請求をする保

有個人情報の内容

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

訂正請求の趣旨 
 

 

訂正請求の理由 
 

 

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
  
 

人 
※ 区    分 

１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名 
 

 

住    所 

 （居  所）

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  

  注１  ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 

    ２  請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類のほか、

訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等の提示又は提

出が必要です。 

    ３  法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本等その

資格を証明する書類が必要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第 11 の２（第 16 条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 訂 正 請 求 書 

 

年    月    日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有特定個人情報について、愛知

県個人情報保護条例第 30 条第１項の規定により、次のとおり訂正請求をし

ます。 

訂正請求をする保

有特定個人情報の

内容 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

訂正請求の趣旨 
 

 

訂正請求の理由 
 

 

 

本  
 
 

人 

氏    名 
 

 

住    所 

（居  所） 

 

                        電 話 

   

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  

  注１  任意代理人の方が本人に代わって訂正請求をすることができる対象は、保有

特定個人情報のみです。 

２ 請求の際には、次の書類等の提示又は提出が必要です。 

  任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明する書類（送

付による請求をする場合であって、請求者本人であることを証明する書類を

提出するときは、請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類の写

しを提出してください。） 

  訂正請求の内容が事実に合致することを証明する書類等 

  委任状（本人に係る実印が押印されたものであって、請求日前 30 日以内に 

作成されたもの）及び当該実印に係る印鑑登録証明書（請求日前 30 日以内に 

作成されたもの）その他その資格を証明する書類 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

 



 

 

様式第 12（第 17 条関係） 

自 己 情 報 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり訂正することとしましたので、愛知県個人情報保護条例第

32条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

訂 正 の 内 容

訂正前

 

 

 

訂正後

 

 

 

訂 正 年 月 日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 訂正請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 12（第 17条関係） 

自 己 情 報 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり訂正することとしましたので、愛知県個人情報保護条例第

32 条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

訂 正 の 内 容

訂正前 

 

 

 

訂正後 

 

 

 

訂 正 年 月 日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 



 

 

様式第 13（第 17 条関係） 

自 己 情 報 一 部 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおりその一部を訂正することとしましたので、愛知県個人情報

保護条例第 32 条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

訂 正 の 内 容

訂正前

 

 

 

訂正後 

 

 

 

訂正しないことと

した部分及びその

理由 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

訂 正 年 月 日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 訂正請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 13（第 17条関係） 

自 己 情 報 一 部 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおりその一部を訂正することとしましたので、愛知県個人情報

保護条例第 32 条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

訂 正 の 内 容

訂正前 

 

 

 

訂正後 

 

 

 

訂正しないことと

した部分及びその

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訂 正 年 月 日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第 14（第 17 条関係） 

自 己 情 報 不 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり訂正しないこととしましたので、愛知県個人情報保護条例

第 32 条第２項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

訂正しないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 等
 

                  電話           内線 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 訂正請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保有

個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 14（第 17条関係） 

自 己 情 報 不 訂 正 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報につい

ては、次のとおり訂正しないこととしましたので、愛知県個人情報保護条例

第 32 条第２項の規定により通知します。 

訂正請求のあった

保有個人情報の内

容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

訂正しないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 等
 

                  電話           内線 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第 16（第 19 条関係） 

自 己 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

 

年  月  日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

  

    年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、愛知県個人

情報保護条例第 38 条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求をしま

す。 

※ 請求者の区分 
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

利用停止請求をす

る保有個人情報の

内容 

 

 
（行政文書の名称：                          ） 

※ 利用停止請求

の趣旨 

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

違反に係る規定 

１ 愛知県個人情報保護条例第  条 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の 

利用等に関する法律第  条 

利用停止請求の理

由 

 

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
  

人 

※ 区    分 
１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名  

住    所 

 （居  所）

 

                        電 話 

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  
  注１  ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 
 ２ 「違反に係る規定」には、請求権が認められる愛知県個人情報保護条例第37条第１項第１号（利

用の停止又は消去）又は第２号（提供の停止）に掲げる違反のうち、該当すると考える違反に係

る規定を記入してください。 

  ３  請求の際には、運転免許証等請求者本人であることを証明する書類の提示又は提出（送付によ

る請求をする場合であって、請求者本人であることを証明する書類を提出するときは、請求者本

人であることを証明する２以上の種類の書類の写しの提出）が必要です。 

    ４  法定代理人の方が請求する場合は、法定代理人に係る３の書類のほか、戸籍謄本（請求日前 30

日以内に作成されたもの）その他その資格を証明する書類が必要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

様式第 16（第 19条関係） 

自 己 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

 

年  月  日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、愛知県個人

情報保護条例第 38 条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求をしま

す。 

※ 請求者の区分 
１ 本  人  

２ 本人の法定代理人 

利用停止請求をす

る保有個人情報の

内容 

 

 

（行政文書の名称：                          ） 

※ 利用停止請求

の趣旨 

愛知県個人情報保護条例第  条の規定に違反して

収集、利用又は提供されているので、 

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

利用停止請求の理

由 

 

 

    法定代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
 
 

人 

※ 区    分 
１ 未 成 年 者 

２ 成年被後見人 

氏    名 
 

 

住    所 

 （居  所）

 

                        電 話 

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  

  注１  ※印の欄は、該当する番号を○で囲んでください。 

    ２  請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の提示又

は提出が必要です。 

    ３  法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本等その

資格を証明する書類が必要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 



 

 

様式第 16 の２（第 19 条関係） 

（任意代理人用） 

自 己 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

 

年  月  日 

 

  愛知県教育委員会  殿 

               請求者（任意代理人） 

氏 名 

郵 便 番 号 

住所（居所） 
電 話 番 号 

 

    年  月  日に開示を受けた保有特定個人情報について、愛知県

個人情報保護条例第 38 条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求を

します。 

利用停止請求をする

保有特定個人情報の

内容 

 

 
（行政文書の名称：                          ） 

※ 利用停止請求の

趣旨 

１ 利用の停止 

２ 消   去   を請求する。 

３ 提供の停止 

  違反に係る規定 

  １ 愛知県個人情報保護条例第  条 

  ２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律第  条 

利用停止請求の理由 
 

 

  

本 
  
 

人 

氏    名 
 

 

住    所 

（居  所） 

 

                        電 話 

    次の欄は、記入する必要がありません。 

担 当 課 等  

備       考  
  注１  任意代理人の方が本人に代わって利用停止請求をすることができる対象は、保有特定

個人情報のみです。 

   ２ 「違反に係る規定」には、請求権が認められる愛知県個人情報保護条例第 37 条第１

項第１号（利用の停止又は消去）又は第２号（提供の停止）に掲げる違反のうち、該

当すると考える違反に係る規定を記入してください。 

３  請求の際には、任意代理人に係る運転免許証等請求者本人であることを証明する書

類の提示又は提出（送付による請求をする場合であって、請求者本人であることを証

明する書類を提出するときは、請求者本人であることを証明する２以上の種類の書類

の写しの提出）が必要です。また、委任状（本人に係る実印が押印されたものであっ

て、請求日前 30 日以内に作成されたもの）及び当該実印に係る印鑑登録証明書（請求

日前 30 日以内に作成されたもの）その他その資格を証明する書類の提示又は提出が必

要です。 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

新 

 

 

 



 

 

様式第 17（第 20 条関係） 

自 己 情 報 利 用 停 止 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおり利用停止することとしましたので、愛知県個人情報保護

条例第 40 条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

利用停止の内容 

 

 

 

利用停止年月日 

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等 
 

          電話      内線     

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

   ２ 利用停止請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保

有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 17（第 20条関係） 

自 己 情 報 利 用 停 止 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおり利用停止することとしましたので、愛知県個人情報保護

条例第 40 条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                             ）

利用停止の内容

 

 

 

利用停止年月日 

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

 

旧 



 

 

様式第 18（第 20 条関係） 

自己情報一部利用停止決定通知書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおりその一部を利用停止することとしましたので、愛知県個

人情報保護条例第 40条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

利用停止の内容 

 

 

 

利用停止しないこ

ととした部分及び

その理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用停止年月日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 利用停止請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保

有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 18（第 20条関係） 

自己情報一部利用停止決定通知書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおりその一部を利用停止することとしましたので、愛知県個

人情報保護条例第 40 条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

利用停止の内容

 

 

 

利用停止しないこ

ととした部分及び

その理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用停止年月日

 

      年    月    日 

 

担 当 課 等
 

          電話      内線     
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 



 

 

様式第 19（第 20 条関係） 

自 己 情 報 利 用 不 停 止 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会           印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおり利用停止しないこととしましたので、愛知県個人情報保

護条例第 40 条第２項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

利用停止しないこ

ととした理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 等
 

                  電話           内線 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 利用停止請求者が本人の委任による代理人である場合は、この様式中「保

有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情報」とする。 

新 

 

 

様式第 19（第 20条関係） 

自 己 情 報 利 用 不 停 止 決 定 通 知 書 

                                                        第       号 

                                                        年    月    日 

 

                       様 

 

                                     愛知県教育委員会            印 

 

    年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報につ

いては、次のとおり利用停止しないこととしましたので、愛知県個人情報保

護条例第 40条第２項の規定により通知します。 

利用停止請求のあ

った保有個人情報

の内容 

 

 

 

 

（行政文書の名称：                            ）

利用停止しないこ

ととした理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 等
 

                  電話           内線 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して 60 日以内に、愛知県教育委員会に対して異議申立てをすることができます。 

２ この処分について不服がある場合は、１の異議申立てのほか、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴え
を提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会
となります。）。 

３ １の異議申立てをした場合は、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴えを提起する
ことができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県教育委員会となりま
す。）。 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 



 

 

様式第 20（第 21 条関係） 

審 議 会 諮 問 通 知 書 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

 

                   愛知県教育委員会        印 

 

    年  月  日付けの    決定等に対する不服申立てについて

は、次のとおり愛知県個人情報保護審議会に諮問しましたので、愛知県個人

情報保護条例第 43条第２項の規定により通知します。 

    決定等の

あった保有個人情

報の内容 

 

 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

不服申立ての内容  

諮 問 し た 日       年    月    日 

担 当 課 等

 

 

              電話              内線 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者が本人の委任による代理人

である場合は、この様式中「保有個人情報」とあるのは、「保有特定個人情

報」とする。 

新 

 

 

様式第 20（第 21条関係） 

審 議 会 諮 問 通 知 書 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

 

                   愛知県教育委員会         印 

 

    年  月  日付けの    決定等に対する不服申立てについて

は、次のとおり愛知県個人情報保護審議会に諮問しましたので、愛知県個人

情報保護条例第 43 条第２項の規定により通知します。 

    決定等の

あった保有個人情

報の内容 

 

 

 

 

 

（行政文書の名称：               ）

不服申立ての内容  

諮 問 し た 日       年    月    日 

担 当 課 等

 

 

              電話              内線 

 

 

備考  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

旧 


